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                               ２０１５．９．６ 

大学行政管理学会大会研究発表レジュメ 

 

有澤 尚志 

 

小規模大学を運営する学校法人の財務状況分析 

 

１ 分析方法概要 

１）対象となる学校法人 

2012 年度において学部・昼間課程在籍者数 2000 人未満の小規模大学のべ 308 校を運

営する学校法人（大学法人） 計 292 法人（注１） 

 うち、小規模大学１校のみを運営する法人は 270 法人 

 

２）比較するデータ（注２） 

独立変数（説明変数） 

財務指標以外で、各対象学校法人の運営状況に関するデータ 

（法人傘下小規模大学定員超過率等） 

 

従属変数（被説明変数） 

各対象学校法人につき、以下の各財務指標データ①及び②の主成分分析により集約さ

れた変数（第一、第二主成分） 

 ①消費収支（一定期間の経営状況に関する財務指標）における主要指標 

（帰属収支差額比率等８指標） 

②貸借対照表（一定時点の財政状況に関する財務指標）における主要指標 

（自己資金構成比率等 10指標）（注３） 

 

※ 主成分分析を行うことにより、経営状況における収支バランスと人件費ないし教育研究

経費といった主要な経費負担との関係、財政状況における負債比率と自己資金、内部留保

ないし流動資産との関係を総合的に把握できる。 

   帰属収支差額比率のような特定の財務指標を選択して従属変数とする方法も考えられる

が、どの指標を選択・重視するかという判断が難しい。 

 

これらの独立変数と従属変数の関係について、重回帰分析を行う。  

 

注１）小規模私大以外の大学、及び短大等他の学校を併設する法人を含む。但し医歯学系大学を運営す

るものは除く。 

注２）各独立変数、及び従属変数に係る各財務指標の定義は付録表 11 参照   

 注３）欠陥値、外れ値を除外した各指標ごとのデータ数、及び負荷量の大きさを勘案し、これらの指標

を選択した。 
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２ 従属変数の内容 

１）消費収支 

対象 292 法人につき、2011～2013 年度の３年間における８個の指標（表１）による主

成分分析を行った結果、累積寄与率は第三主成分までで 81.7％となる。第二主成分まで

だと累積寄与率は 68.6％。 

各指標ごとの主成分負荷量の絶対値（表１）、及び各主成分と消費収支の各指標との

相関係数（表２）によると、各主成分は以下の傾向を示す。 

  第一主成分増加→人件費負担増大し収支悪化、学納金収入では不足で補助金依存度増加 

 第二主成分増加→教育研究経費及び管理経費の負担増大し収支悪化 

 第三主成分増加→人件費負担増大及び学納金依存度増大、教育研究経費及び管理経費の 

負担減 

（表１）2011～2013 年度消費収支主要指標による主成分分析   

各指標 第一主成分負荷量 第二主成分負荷量 第三主成分負荷量 

帰属収支差額比率 －０．４１７ －０．３９２ －０．１４４ 

学生生徒等納付金比率 －０．３７２ ０．２８８ ０．５２６ 

補助金比率 ０．３７９ －０．３５３ －０．３１０ 

人件費比率 ０．４２３ －０．０５０ ０．５６８ 

教育研究経費比率 ０．０７５ ０．５０１ －０．３７８ 

管理経費比率 ０．０７７ ０．４１９ －０．３４７ 

人件費依存率 ０．５０２ －０．２０２ ０．０４８ 

消費支出比率 ０．３１８ ０．４１１ ０．１３６ 

累積寄与 ４３．２％ ６８．６％ ８１．７％ 

独立変数

傘下小規模大学学生定員
充足状況

教職員マンパワー

法人内での小規模大の重要度

学生１人あたり学費負担、
支援・補助

：
：
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（図１）分析方法概念図 

各法人ごとの独立変数、従属変数を総合して比

較   
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※ 色付、斜字は負荷量の絶対値が比較的高いもの 

（表２）消費収支各主成分得点と消費収支の各主要指標との相関係数（2011～2013 年度） 

        主成分         

 指 標 
収支・第一主成分 収支・第二主成分 収支・第三主成分 

 帰属収支差額比率 －０．７０４  *** －０．６５５  *** －０．０８３  ** 

 学生生徒等納付金比率 －０．６６８  *** ０．４０１  *** ０．５９５  *** 

 補助金比率  ０．６１９ *** －０．４０３  *** －０．２６２  *** 

 人件費比率  ０．６６０ *** ０．０２５   ０．５８７  *** 

 教育研究経費比率  ０．２４７  *** ０．７０３  *** －０．３６４  *** 

 管理経費比率  ０．１７５  *** ０．６１９  *** －０．４０５  *** 

 人件費依存率  ０．８１９  *** －０．３０１  *** －０．１８６  *** 

 消費支出比率  ０．５４６  *** ０．６３２  *** ０．１４５  *** 

***:p<0.01  **:p<0.05  *:p<0.1       色付、斜字は相関係数の絶対値 0.6 以上 

 

人件費と教育研究及び管理経費のいずれが大きな負担になっているか比較するため、

消費収支第一、第二主成分で比較。第一、第二主成分とも、偏差値が高いほど人件費な

いし教育研究・管理経費の負担が増え、収支は悪化する傾向。 

  2011～2013 年度における各法人ごとの第一、第二主成分の偏差値を算出し偏差値の度

数分布状況を比較。法人の類型（傘下大学に理系学部有り又はなし、法人所在地が大都

市圏又は地方（注４））ごとについても比較。（図２） 

 注４）理系学部には、薬学部、看護・医療系学部及び理工農系学部を含む。医学部及び歯学部は除く。

大都市圏は、埼玉、千葉、東京、神奈川、愛知、京都、大阪、兵庫、福岡の８都府県。他３９道

県は地方に分類。 

 

（図２）消費収支主成分偏差値の度数分布状況 

     （2011～2013 年度）    N：サンプル数 

 

（第一主成分偏差値） 

ア）2011、2012 及び 2013 年度の各年度別では、

度数分布状況はほとんど変わらない。経営状況

は安定 

イ）理系学部有りの法人は、理系学部なしの法人

に比べ全体的に偏差値が低く、人件費負担が比

較的軽い。 

ウ）大都市圏所在法人と地方所在法人とでは、度

数分布の最頻値以外はあまり変わらない。 
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（第二主成分偏差値） 

 

ア）2011、2012 及び 2013 年度の各年度別で

は、度数分布状況はほとんど変わらない（経

営状況安定）。大都市圏所在法人と地方所在

法人の比較も同様。 

 

イ）理系学部有り、なしの比較でも、明確な差

異は認められない。  
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２）貸借対照表 

対象 292 法人につき、2011～2013 年度の３年間における 10個の指標（表３）による主

成分分析を行った結果、累積寄与率は第二主成分までで 74.6％となる。 

   各指標ごとの主成分負荷量の絶対値（表３）、及び各主成分と消費収支の各指標との

相関係数（表４）によると、各主成分は以下の傾向を示す。 

  第一主成分増加→自己資金及び内部留保が増加する一方、負債減少 

 第二主成分増加→資産のうち流動資産が増加する一方、固定資産が減少 

 第三主成分増加→固定資産のうち、土地・建物等の有形固定資産が減少 

（表３）2011～2013 年度貸借対照表主要指標による主成分分析   

各指標 第一主成分負荷量 第二主成分負荷量 第三主成分負荷量 

自己資金構成比率 ０．３８６ －０．１７２ －０．２６９ 

固定比率 －０．３３５ －０．３９２ ０．１６８ 

有形固定資産構成比率 －０．２９３ －０．１０８ －０．５６２ 

その他の固定資産構成比率 ０．２５４ －０．２９４ ０．５４２ 

流動資産構成比率 ０．０７２ ０．６９１ ０．０４４ 

内部留保資産比率 ０．３８９ ０．０１３ ０．３２６ 

流動比率 ０．２８１ ０．３１９ －０．０８８ 

固定負債構成比率 －０．３５４ ０．０３０ ０．２５７ 

流動負債構成比率 －０．２８１ ０．３３５ ０．１７８ 

負債比率 －０．３８５ ０．１６２ ０．２７５ 

累積寄与 ５４．６％ ７４．６％ ９０．７％ 

※ 色付、斜字は負荷量の絶対値が比較的高いもの 

 

（表４）貸借各主成分得点と貸借対照表の各主要指標との相関係数（2011～2013 年度） 

        主成分         

 指 標 
貸借・第一主成分  貸借・第二主成分  貸借・第三主成分  

 自己資金構成比率 ０．９２５  *** －０．１１１  *** －０．３８９  *** 

 固定比率 －０．８０６  *** －０．５４０  *** ０．３０８  *** 

 有形固定資産構成比率 －０．７１６ *** －０．１７８  *** －０．５８５  *** 

 その他の固定資産構成比率 ０．５９５ *** －０．３７５  *** ０．６２０  *** 

 流動資産構成比率 ０．２４０  *** ０．９５７  *** －０．０３２   

 内部留保資産比率 ０．９１８  *** ０．０８４  *** ０．２６９  *** 

 流動比率 ０．６８５  *** ０．４６４  *** －０．１６３ *** 

 固定負債構成比率 －０．８２７  *** －０．０９１  ** ０．３７９  *** 

 流動負債構成比率 －０．６５６ *** ０．３７６ *** ０．２２７ *** 

 負債比率 －０．９１１ *** ０．０９７ *** ０．４０２ *** 

***:p<0.01  **:p<0.05  *:p<0.1       色付、斜字は相関係数の絶対値 0.6 以上 
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貸借第一、第二主成分で比較。第一主成分の偏差値が高いほど自己資金及び内部留保が

増加する一方、負債減少。第二主成分の偏差値が高いほど流動資産が増加する一方で固定

資産が減少。 

消費収支同様、2011～2013 年度における各法人ごとの第一、第二主成分の偏差値を算

出し偏差値の度数分布状況を比較。（図３） 

 

（図３）貸借主成分偏差値の度数分布状況 

   （2011～2013 年度）  N：サンプル数 

 

（第一主成分偏差値） 

ア）2011、2012 及び 2013 年度の各年度別では、

度数分布状況はほとんど変わらない（財政状況

は安定）。 

 

イ）理系学部有りの法人と理系学部なしの法人、

大都市圏所在法人と地方所在法人とを比較し

た場合、度数分布の最頻値以外はあまり変わら

ない。 

 

  

0.0%

5.0%

10.0%

15.0%

20.0%

25.0%

30.0%

35.0%

2011年度 N=183

2012年度 N=242

2013年度 N=242

0.0%

5.0%

10.0%

15.0%

20.0%

25.0%

30.0%

35.0%

理系有り N=261

理系なし N=406

0.0%

5.0%

10.0%

15.0%

20.0%

25.0%

30.0%

35.0%

大都市圏 N=336

地方 N=331



 

 

 
7 

 

（第二主成分偏差値） 

ア）2011、2012 及び 2013 年度の各年度別で

は、度数分布状況はほとんど変わらない（財

政状況は安定）。 

 

イ）理系学部有りの法人と理系学部なしの法

人、大都市圏所在法人と地方所在法人の比較

でも、明確な差異は認められない。 

 

 

 

  

 

 

 

３ 独立変数による重回帰分析 

１）消費収支第一、第二各主成分偏差値を従属変数とする重回帰分析 

各法人の消費収支第一、第二各主成分偏差値を従属変数として、Ａ～Ｆの独立変数に

よる重回帰分析を行う。 

  各種独立変数のうち、回帰係数が 5％未満で有意（p<0.05)なものだけを取り上げた。 

  

 （各独立変数の意義） 

 小規模大学の学生定員充足状況に関する指標 

→Ａ（法人傘下小規模大学学生定員超過率： 

（当該大学在籍学生数÷同収容定員）－１） 
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教職員のマンパワーに関する指標 

 →Ｂ（専任教員１人あたり担当学生数：法人傘下学校全学生数／専任教員数） 

 →Ｃ（専任職員１人あたり担当学生数：法人傘下学校全学生数／専任職員数） 

  

法人内での小規模大の重要度に関する指標 

 →Ｄ（傘下小規模大学学生数比率：当該大学在籍学生数／法人傘下学校全学生数） 

  

学生一人当たり学費負担ないし支援・補助に関する指標 

 →Ｅ（法人全学生１人あたり学納金：学生等納付金収入／法人傘下学校全学生数） 

 →Ｆ（法人全学生１人あたり補助金、寄付金合計額 

：補助金、寄付金収入合計額／法人傘下学校全学生数） 

                                     

  法人の全体規模に関する指標として「法人傘下学校全学生生徒数」もあるが、有意で

ないので分析対象から除外した。 

 

  自由度調整済み決定係数の値からみて、第一主成分に係る重回帰式はデータの約５割

強を説明、第二主成分の方は約３割を説明していることになる。人件費負担に関わる第一

主成分に比べ、教育研究・管理経費負担に関わる第二主成分の方が独立変数の影響度は小

さい。（表５） 

（表５）2011～2013 年度  消費収支第一、第二各主成分の重回帰分析（全サンプル）（注５） 

従 属 変 数 

独 立 変 数 

単純平均 

（注６） 

回帰係数 

第一主成分偏差値 

回帰係数 

第二主成分偏差値 

切 片  ６０．８２４ ５３．９０７ 

 Ａ）法人傘下小規模大学学生定員超過率 －０．１１ －６．３９８ *** －６．２０３ *** 

 Ｂ）専任教員１人あたり担当学生数（人） １７．２ －０．２１３ *** ０．１０１ ** 

 Ｃ）専任職員１人あたり担当学生数（人） ３９．３ －０．０４６ *** －０．０８７ *** 

 Ｄ）傘下小規模大学学生数比率 ０．５１  ３．２４６ *** 

 Ｅ）法人全学生 1 人あたり学納金（100 万円） ０．９８ －８．６０７ ***  

 Ｆ）法人全学生 1 人あたり補助金、寄付金合計額（100 万円） ０．２６ １１．２２６ *** －１４．５３７ *** 

 自由度調整済み決定係数（Adjust R2）  ０．５３２ *** ０．２９４ *** 

 サンプル数（分析対象としたサンプル、3 年間の延べ数）  ６５８ ６７３ 

***:p<0.01  **:p<0.05  *:p<0.1 

注５）各年度において、独立変数に欠落値、外れ値がある法人サンプルは、分析対象から除外した。 

注６）2013 年度におけるサンプルの単純平均。但し、法人傘下小規模大学学生定員超過率は 2011～2013

年度の平均 
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（図４）消費収支重回帰分析パス図                  数字は偏回帰係数                                  

 

 

 

   表６は、独立変数Ａ～Ｆが増加した場合の影響である。決定係数から見て第一主成分：

法人人件費負担に対する効果の方が発生確率が高い。 

  理系学部あり又はなし、大都市圏所在又は地方所在の各類型別に重回帰分析の結果は、

付録の表 10、11 参照 

 

  重回帰分析の結果に基づき、Ａ、Ｂ、Ｃ、Ｅ、Ｆの各独立変数を一定程度変化させた場

合（仮定例）、第一主成分偏差値がどの程度変化するか推定値を示す。（表７） 

  決定係数によると、この推定値通りの効果が生じうる確率は約 50％強である。変化が

マイナスとなる度合いが高いほど、人件費負担軽減効果が強い。 

 

  独立変数Ａ（法人傘下小規模大学定員超過率）及びＦ（学生１人あたり補助金及び寄付

金）において、理系有りの法人と、理系なしの法人との推定値格差が大きい（下線付）。

大都市所在と地方所在の法人との間には、推定値の格差は比較的小さい。 

 

  法人にとって教職員の負担増大や学納金の値上げを回避するとなると、傘下小規模大

学の定員充足状況改善（変数Ａ）に努めるのが人件費負担軽減効果において有効である。

理系学部を有する法人の方が同効果が高い。 

 

傘下小規模大学学生定員充足（A）
（プラスになるほど定員充足・超過） 消費収支第一主成分

（人件費負担と収支バランスの
関係、偏差値低いほど人件費
負担軽減効果高い）

重回帰決定係数：０．５３２

消費収支第二主成分

（教育経費及び管理経費負担
と収支バランスの関係、偏差
値低いほど教育・管理経費負
担軽減効果高い）

重回帰決定係数：０．２９４

教職員マンパワー１（B）
（プラスになるほど教員の負担増）

教職員マンパワー２（C）
（プラスになるほど職員の負担増）

法人内での小規模大の重要度（D）
（プラスになるほど重要度増）

学生１人あたり学費負担（E）
（プラスになるほど負担増）

学生１人あたり支援・補助（F）
（プラスになるほど支援等増）

-０．２１３

-６．３９８

-０．０４６

-８．６０７

１１．２２６

-６．２０３

０．１０１

-０．８０７

３．２４６

-１４．５３７

注）実線は偏回帰係数が正、破線は負の値をとるもの。太線はp<0.01、細線はp<0.05
決定係数は、自由度調整済み決定係数

（各独立変数）
A：法人傘下小規模大学定員超過率 B：専任教員１人あたり担当学生数（人）
C：専任職員１人あたり担当職員数（人） D：傘下小規模大学学生数比率
E：法人全学生１人あたり学納金（１００万円）
F：法人全学生１人あたり補助金、寄付金合計額（１００万円）
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一方、外部収入である補助金、寄付金の増加（変数Ｆ）が人件費負担軽減効果にとって

マイナスとなる（偏差値増大）が、理系学部のない法人の方が理系学部を有する法人に比

べ顕著である。 

理系学部を有する法人の方が、定員充足等による人件費負担軽減効果において有利と

推定できる。 

 

（表６）独立変数増加による影響・効果      ※下線付の方が発生確率高い 

独 立 変 数 独立変数増加の影響 

第一主成分： 

法人人件費負担に対

する効果 

第二主成分： 

法人教育研究・管理経

費負担に対する効果 

Ａ）法人傘下小規模大学 

学生定員超過率 

当該大学の学生定員充足、 

定員割れ解消 
負担軽減 負担軽減 

Ｂ）専任教員１人あたり 

担当学生数 

担当学生数増加による 

専任教員の負担増 
負担軽減 負担増大 

Ｃ）専任職員１人あたり 

担当学生数 

担当学生数増加による 

専任職員の負担増 
負担軽減 負担軽減 

Ｄ）傘下小規模大学 

学生数比率 

法人内での小規模大学の 

重要度、相対的規模増大 
不明 負担増大 

Ｅ）法人全学生 

1 人あたり学納金 

学生の学納金負担増大、法人の

自己収入である学納金収入増加 
負担軽減 不明 

Ｆ）法人全学生 1 人あたり 

補助金、寄付金合計額 

外部収入である補助金、寄付金

収入の増大、相対的に自己収入

が減少 

負担増大 負担軽減 

 

（表７）仮定例による消費収支第一主成分偏差値の変化推定値 

仮 定 例 全体 理系有り 理系なし 大都市圏 地方 

Ａ）法人傘下小規模大学定員超過率 

１０％増加（＋０．１） 
－０．６ －０．９ －０．５ －０．５ －０．７ 

Ｂ）専任教員１人あたり学生数５人増加 －１．１ －１．２ －１．１ －１．４ －１．０ 

Ｃ）専任職員１人あたり学生数１０人増加 －０．５ －０．４ －０．４ －０．７ －０．５ 

Ｅ）学生１人あたり学納金２０万円増加 －１．７ －１．７ －１．５ －２．０ －１．９ 

Ｆ）学生１人あたり補助金及び寄付金 

１０万円増加 
＋１．１ ＋０．８ ＋１．４ ＋０．８ ＋１．２ 
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２）貸借対照表消費収支第一、第二各主成分偏差値を従属変数とする重回帰分析 

各法人の貸借対照表第一、第二各主成分偏差値を従属変数として、A～Ｅの独立変数による

重回帰分析を行う。 

各種独立変数のうち、回帰係数が 5％未満で有意（p<0.05)なものだけを取り上げた。 

 

 （各独立変数の意義） 

 小規模大学の学生定員充足状況に関する指標 

→Ａ（法人傘下小規模大学学生定員超過率：計算式は前と同様） 

  

教職員のマンパワーに関する指標 

 →Ｂ（専任教員１人あたり担当学生数：同上） 

 →Ｃ（専任職員１人あたり担当学生数：同上） 

  

 学生一人当たり学費負担ないし支援・補助に関する指標 

 →Ｄ（法人全学生１人あたり学納金：同上） 

 →Ｅ（法人全学生１人あたり補助金、寄付金合計額：同上） 

 

  この他にも、「法人傘下学校全学生生徒数」、「傘下小規模大学学部学生数／法人全学生

数」、「学生１人あたり人件費」、「専任教職員１人あたり人件費」、「同教育研究費」の６変数もテ

ストしてみたが、有意でないので分析対象から除外した。 

 

  第一、第二主成分共に、重回帰式の自由度調整済み決定係数の値が低い。資産構成に占

める流動資産の割合に関わる第二主成分の方が高いが、それでも重回帰式はデータの約１割

強しか説明していない。（表８） 

 

自己資金及び内部留保と負債とのバランスに関わる第一主成分に対する各独立変数の影

響度は極めて小さい。 

 

傘下小規模大学学生定員充足状況、教職員のマンパワー、及び学生一人当たりの学費負

担ないし支援・補助といった、法人の日常的運営に関わる要因（独立変数）は、当該法人の財

政状況にほとんど影響していないものと見られる。 
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（表８）2011～2013 年度 貸借対照表第一、第二各主成分の重回帰分析（全サンプル）（注７） 

従 属 変 数 

独 立 変 数 

単純平均 

（注８） 

回帰係数 

第一主成分偏差値 

回帰係数 

第二主成分偏差値 

切 片  ３８．８７９ ５５．０５０ 

 Ａ）法人傘下小規模大学学生定員超過率 －０．１１ －５．３６０ *** ６．５３１ *** 

 Ｂ）専任教員１人あたり担当学生数（人） １７．２ －０．２１８ ** －０．２７９ *** 

 Ｃ）専任職員１人あたり担当学生数（人） ３９．３ ０．０５７ ** ０．０４１ 

 Ｄ）法人全学生 1 人あたり学納金（100 万円） ０．９８ ４．６２１ *** ４．６２１ *** 

 Ｅ）法人全学生 1人あたり補助金、寄付金合計額（100 万円） ０．２６ －１．１５５ －１９．０１８ *** 

 自由度調整済み決定係数（Adjust R2）  ０．０２４ *** ０．１２０ *** 

 サンプル数（分析対象としたサンプル、3 年間の延べ数）  ６６７ ６６７ 

***:p<0.01  **:p<0.05  *:p<0.1 

注７）各年度において、独立変数に欠落値、外れ値がある法人サンプルは、分析対象から除外した。 

注８）2013 年度におけるサンプルの単純平均。但し、法人傘下小規模大学学生定員超過率は 2011～2013

年度の平均 

 

（図５）貸借対照表重回帰分析パス図                  数字は偏回帰係数  

 

 

傘下小規模大学学生定員充足（A）
（プラスになるほど定員充足・超過）

貸借第一主成分

（自己資金、内部留保と負債と
の関係、偏差値高いほど自己
資金、内部留保増加、負債減少
の傾向）

重回帰決定係数：０．０２４

貸借第二主成分

（資産の流動性の程度、偏差値
高いほど資産中の流動資産が
減少し、固定資産増加の傾向）

重回帰決定係数：０．１２０

教職員マンパワー１（B）
（プラスになるほど教員の負担増）

教職員マンパワー２（C）
（プラスになるほど職員の負担増）

学生１人あたり学費負担（D）
（プラスになるほど負担増）

学生１人あたり支援・補助（E）
（プラスになるほど支援等増）

-０．２１８

-５．３６０

０．０５７

４．６２１

６．５３１

－０．２７９

４．６２１

-１９．０１８

注）実線は偏回帰係数が正、破線は負の値をとるもの。太線はp<0.01、細線はp<0.05 
決定係数は、自由度調整済み決定係数

（各独立変数）
A：法人傘下小規模大学定員超過率 B：法人全学生数／専任教員数（人）
C：法人全学生数／専任職員数（人） D：法人全学生１人あたり学納金（１００万円）
E：法人全学生１人あたり補助金、寄付金合計額（１００万円）
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４ まとめ 

１）従属変数（消費収支第一、第二主成分、貸借対照表第一、第二主成分） 

ア 2011～2013 年の３年間において、小規模大学運営法人の経営状況、財政状況は安定 

 

イ 収支バランスに対する人件費負担において、理系学部のある orなしで明確な差が生 

じている（収支第一主成分）。看護・医療等、理系学部のある法人の方が人件費負担が

軽い。 

 

２）独立変数による重回帰分析 

ア 傘下小規模大学生定員充足状況等の法人の日常的運営に関わる要因（独立変数）は、

当該法人の経営状況（収支第一・第二主成分）、特に収支バランスに対する人件費負担

（同・第一主成分）に一定の影響を及ぼしているが、財政状況（貸借第一・第二主成分）

にはほとんど影響していない。 

   独立変数の示す学生定員割れや学生の学費負担等の相違と、自己資金と負債のバラ

ンスなど各法人財政状況の相違との間に因果関係はほとんど無い。 

 

イ 理系学部を有する法人は、同学部を有しない法人に比べ、傘下小規模大学生定員充足

等による人件費負担軽減効果で有利である（収支第一主成分）。 

 

ウ 上記１）イも含めて考察すると、理系学部の新設・拡充、傘下小規模大学生定員充足

を図ることが、学生や教職員に負担をかけずに経営状況を改善する上で有効と思われ

る。 

以 上 

 

（データ出典） 

・当該小規模大学運営学校法人ホームページ（財務関係情報） 

・有澤尚志、「中小規模私立大学の変容－定員充足状況等の時系列分析を通じて－」 

（2015.6．27、日本高等教育学会第 18 回大会自由研究発表） 

 

（参考文献） 

・日本私立学校振興・共済事業団、2011～2013『今日の私学財政（大学・短期大学編）』 

・両角亜希子、2010、『私立大学の経営と拡大・再編－1980 年代後半以降の動態－』東信堂 

・両角亜希子、2012、「私立大学の財政」『高等教育研究第 15 集』93－113 

・関口博正、1985、「主成分分析による財務指標総合化の試み－アメリカ電気事業への適用」 

『電力経済研究 No.19』41－54 

 (criepi.denken.or.jp/jp/serc/periodicals/pdf/periodicals19_03.pdf) 
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（付録） 

（表９）2011～2013 年度  第一、第二各主成分の重回帰分析（理系あり or 無し） 

    ***：p<0.01  **：p<0.05  *：p<0.1 

従 属 変 数 

独 立 変 数 

理系有り 理系無し 

単純平均 回帰・第一 回帰・第二 単純平均 回帰・第一 回帰・第二 

  切 片  61.099 51.554  59.544 51.１54 

Ａ）法人傘下小規模大学定員超過率 -0.06 -8.605 *** -8.512 *** -0.14 -5.120 *** -4.586 *** 

Ｂ）法人全学生数／専任教員数（人） 16.9 -0.230 *** 0.174 *** 17.4 -0.224 *** -0.045  

Ｃ）法人全学生数／専任職員数（人） 39.5 -0.044 ** -0.046 ** 39.2 -0.039 ** -0.097 *** 

Ｄ）傘下小規模大学学部学生数 

  ／法人全学生数 
0.56  3.548 *** 0.49  4.790 *** 

Ｅ）法人全学生 1 人あたり学納金 

  （100 万円） 
1.13 -8.449 ***  0.88 -7.598 ***  

Ｆ）法人全学生 1 人あたり補助金、 

  寄付金合計額（100 万円） 
0.23 8.310 *** -17.804*** 0.28 13.851 *** -10.446*** 

 自由度調整済み決定係数 

  （Adjust R2） 
 0.587 *** 0.365 ***  0.402 *** 0.293 *** 

 サンプル数 

（分析対象３年間延べ数） 
 262 268  396 405 
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（表１０）2011～2013 年度  第一、第二各主成分の重回帰分析（大都市圏 or 地方） 

    ***：p<0.01  **：p<0.05  *：p<0.1 

従 属 変 数 

独 立 変 数 

大都市圏 地方 

単純平均 回帰・第一 回帰・第二 単純平均 回帰・第一 回帰・第二 

  切 片  65.791 56.130  60.718 52.231 

Ａ）法人傘下小規模大学定員超過率 -0.10 -4.800 *** -6.031 *** -0.13 -7.245 *** -7.254 *** 

Ｂ）法人全学生数／専任教員数（人） 17.8 -0.270 *** 0.016 16.5 -0.201 *** 0.173 *** 

Ｃ）法人全学生数／専任職員数（人） 41.2 -0.065 *** -0.098 *** 37.2 -0.053 *** -0.079 *** 

Ｄ）傘下小規模大学学部学生数 

  ／法人全学生数 
0.48  2.959 *** 0.55  3.747 *** 

Ｅ）法人全学生 1 人あたり学納金 

  （100 万円） 
1.03 -9.988 ***  0.93 -9.635 ***  

Ｆ）法人全学生 1 人あたり補助金、 

  寄付金合計額（100 万円） 
0.26 8.003 *** -12.958*** 0.26 12.286 *** -17.755*** 

 自由度調整済み決定係数 

  （Adjust R2） 
 0.549 *** 0.316 ***  0.560 *** 0.303 *** 

 サンプル数 

（分析対象３年間延べ数） 
 343 358  315 315 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 
16 

（表１１） 主成分分析対象財務指標 
 分  類 指  標 計  算  式 

消費収支 

経営状況 帰属収支差額比率 （帰属収入－消費支出）÷帰属収入 

収入構成 学生生徒等納付金比率 学生等納付金÷帰属収入 

収入構成 補助金比率 補助金÷帰属収入 

支出構成 人件費比率 人件費÷帰属収入 

支出構成 教育研究経費比率 教育研究費÷帰属収入 

支出構成 管理経費比率 管理経費÷帰属収入 

収支バランス 人件費依存率 人件費÷学生等納付金 

収支バランス 消費支出比率 消費支出÷消費収入 

貸借対照表 

 自己資金充実  自己資金構成比率  自己資金÷総資金 

 長期資金と固定資産  固定比率  固定資産÷自己資金 

 資産構成  有形固定資産構成比率  有形固定資産÷総資産 

 資産構成  その他の固定資産構成比率  その他の固定資産÷総資産 

 資産構成  流動資産構成比率  流動資産÷総資産 

 負債と資産  内部留保資産比率  （運用資産－総負債）÷総資産 

 負債と資産  流動比率  流動資産÷流動負債 

 負債の割合  固定負債構成比率  固定負債÷総資金 

 負債の割合  流動負債構成比率  流動負債÷総資金 

 負債の割合  負債比率  総負債÷自己資金 

（定義） 

 消費収入＝帰属収入－基本金組入額 

 総資金＝負債＋基本金＋消費収支差額 

 自己資金＝基本金＋消費収支差額 

 運用資産＝その他の固定資産＋流動資産 

（出典）『今日の私学財政（大学・短期大学編）』、日本私立学校振興・共済事業団 


